
東京都アレルギー疾患対策検討委員会設置要綱 

 

 

（設置） 

第１ アレルギー疾患に係る実態の把握並びに予防及び治療のための調査・研究を行うとともに、総合的な

対策を検討するため、東京都アレルギー疾患対策検討委員会(以下｢委員会｣という。)を設置する。 

 

（検討事項） 

第２ 委員会は、次の事項について調査検討し、その結果を保健医療局長に報告する。 

 ⑴ アレルギー疾患対策基本法（平成２６年法律第９８号）第１３条に規定する計画に関すること。 

⑵ アレルギー疾患に係る実態調査に関すること。 

 ⑶ アレルギー疾患の基礎的研究に関すること。 

 ⑷ アレルギー疾患に係る予防及び治療に関すること。 

  ⑸ アレルギー疾患に係る保健指導に関すること。 

 ⑹ その他アレルギー疾患対策の推進に関すること。 

 

（構成） 

第３ 委員会は、アレルギー疾患対策及び調査に関する学識経験等を有する者のうちから、保健医療局長が

委嘱又は任命する委員２５人以内で組織する。 

 

（委員の任期） 

第４ 委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

 

（部会長） 

第５ 委員会に会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により選出する。 

３ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職務を代理する。 

 

（部会) 

第６ 保健医療局長は、専門の事項を検討するため必要があるときは、委員会に部会を設けることができる｡ 

２ 部会の構成員は、委員及び委員以外の関係者のうちから保健医療局長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、その選出及び職務等については、第５の規定を準用する。 

 

（招集等） 

第７ 委員会及び部会(以下｢委員会等｣という。)は、保健医療局長が招集する。 

２ 会長は、必要に応じて委員会等に委員以外の関係者の出席を求めることができる。 

 

 

（公開等） 

第８ 委員会の会議(以下｢会議｣という。)並びに会議に係る検討資料及び会議録(以下｢会議録等｣という。)

参考資料２



は、公開する。ただし、会長、部会長又は委員の発議により、出席委員の過半数で議決したときは、会議

又は会議録等を公開しないことができる。 

２ 会議又は会議録等を公開するときは、会長は、必要な条件を付すことができる。 

 

（庶務） 

第９ 委員会等の庶務は、保健医療局健康安全部環境保健衛生課において処理する。 

 

 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１０年７月２７日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１６年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年５月１１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年７月１３日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年７月１日から施行する。 

 


